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１ 新地方公会計制度と本市の取組について 

＜地方公会計制度導入の目的＞ 

地方公会計とは、「現金主義・単式簿記」を基本とする地方公共団体の会計制度に、「発

生主義・複式簿記」といった企業会計的な要素を取り入れ、資産、負債などのストック情

報や引当金のような見えにくいコストを把握し、地方公共団体の財政状況などをわかりや

すく開示するとともに、資産・債務の適正な管理とその有効活用を図るものです。 

＜豊川市の取組み＞ 

豊川市では、平成１３年６月にバランスシート（平成１１年度決算）を、平成１４年９

月には行政コスト計算書及び資金収支計算書を追加して公表し、以降平成１９年度決算ま

で３つの財務書類（普通会計）を公表してきました。 

その後、平成１８年６月に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」が成立したのを機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公

会計制度の整備」が位置付けられました。「新地方公会計制度研究会報告書（平成１８年５

月総務省）」では、「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」のいずれかを選択し、普通

会計に特別会計や企業会計を合わせた地方公共団体単体に加え、市の財政に大きく影響す

る関係団体等を含む連結ベースでの４つの財務書類として「貸借対照表（ＢＳ）」、「行政コ

スト計算書（ＰＬ）」、「純資産変動計算書（ＮＷ）」、「資金収支計算書（ＣＦ）」を作成する

こととなり、本市においては、より正確な財務状況を把握できることから「基準モデル」

を選択し、平成２０年度決算分から公表してきました。 

財務書類の作成・公表は全国的にも浸透してきましたが、「基準モデル」のほか、「総務

省方式改訂モデル」、「東京都方式」などの複数の作成方式が存在することに加え、同一の

作成方式であっても、固定資産台帳の整備状況により差異が生じてしまうため、団体間で

の比較が困難などの課題がありました。 

このため、総務省は、平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進に

ついて（大臣通知）」を示し、平成２７年度から平成２９年度までの３年間で、全ての地方

公共団体において「統一的な基準」により財務書類等を作成するよう要請しました。 

これを受け、本市では、これまで準拠してきた「基準モデル」に代わり、平成２８年度

決算から団体間を同じものさしで比較することのできる「統一的な基準」により財務書類

等を作成しています。統一的な基準による固定資産台帳の整備により、中長期的な財政運

営への活用が期待されています。 
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２ 対象となる会計の範囲 

４つの財務書類は、一般会計に土地取得特別会計を加えた「①一般会計等」、①に他の特

別会計や企業会計を加えた「②全体会計」、②に関連団体を含めた「③連結会計」の３つの

ベースで作成しています。 

   

 （注１） 

 

・一般会計

・土地取得特別会計

・豊川西部土地区画整理事業特別会計

・豊川駅東土地区画整理事業特別会計

・公共駐車場事業特別会計

・国民健康保険特別会計

・後期高齢者医療特別会計

・水道事業会計

・下水道事業会計

・病院事業会計

・愛知県後期高齢者医療広域連合

・東三河広域連合

・豊川市土地開発公社

・（公財）豊川市国際交流協会 

・（株）本宮 

(注１） 連結会計の対象となる団体は、広域連合や市からの出資等の割合が過半数以上の団

体など、本市の事務事業と密接な関連を有する業務を行っている団体を対象として

います。 

令和２年度から、清算結了に伴い豊川市開発ビル㈱を関連団体から除外していま

す。 

【① 一般会計等】 

【②全体会計】 

【③連結会計】 
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３ 財務書類の種類 

Ⅰ 貸借対照表（バランスシート）：ＢＳ 

貸借対照表は会計年度末（３月３１日）時点（ただし出納整理期間中の増減を含む）に

おける資産や負債等に関する情報を一覧に示したものです。 

 市が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのよう

な財源（負債・純資産）で賄ってきたかを示した表で、左側には自治体の財産である資産

を、そして右側には負債及び資産と負債の差額である純資産を表示しています。 

貸借対照表（BS）の概略図 

資産 

市が所有している財産 

（庁舎、学校、消防署、道

路、公園、上下水道など） 

負債 
将来世代の負担になるもの 

（地方債、職員の退職手当引当金など） 

純資産 
過去及び現世代が既に負担したもの 

（地方税、国県支出金など） 

○資産

資産とは、豊川市が所有しているお金・土地・建物などの財産とさまざまな権利（出資

金など）やソフトウエアなどのことです。 

○負債

負債とは、金銭を借りて返済の義務を負ったものなどのことです。

○純資産

純資産とは、総資産から総負債を差し引いたものです。

Ⅱ 行政コスト計算書（損益計算書）：ＰＬ 

 ４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、福祉サービスやごみの

収集といった「資産形成に結びつかない行政サービスに要する経費（経常費用、臨時損失）」

と、「行政サービスの直接の対価として得られた使用料及び手数料など（経常収益、臨時利

益）」を対比させたものです。 

経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いたものが、当該年

度の純行政コストになります。 

Ⅲ 純資産変動計算書（株主資本等変動計算書）：ＮＷ 

 貸借対照表の純資産（過去及び現世代が負担した将来返済しなくてもよい資産）が１年

間でどのように増減したかを明らかにするものです。総額としての純資産の変動に加え、

それがどのような財源や要因で増減したかを表示します。 

Ⅳ 資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）：ＣＦ 

 １年間の資金の動きを明らかにする計算書です。その収支を性質に応じて、業務活動収

支、投資活動収支、財務活動収支の３つの区分にわけて表示することで、豊川市のどのよ

うな活動に資金が使われたかを示すものです。 
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４ 財務書類の相互関係 

【参考】統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年 8 月改訂）抜粋（総務省 HP より） 

５ 掲載数値について 

本書の掲載数値については、原則として表示単位未満を四捨五入しています。単位未満

の計数がある時は「0」を、計数がない時は「－」を表示しています。また、端数調整をし

ていないため、合計金額が一致しない場合がありますので、ご留意ください。 
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６ 財務書類について 

Ⅰ 貸借対照表（ＢＳ） 

一般会計等 全体会計 連結会計 一般会計等 全体会計 連結会計

固定資産 326,674,147 442,493,384 444,054,871 固定負債 46,018,876 125,944,976 126,415,630

 有形固定資産 315,215,781 423,866,366 423,866,783  地方債 34,910,291 69,622,091 73,206,476

事業用資産 133,164,221 145,393,173 145,393,466  長期未払金 － 577,482 577,482

土地建物等 216,013,289 232,874,043 232,884,293  退職手当引当金 7,243,780 10,170,082 10,170,082

減価償却累計額 △82,849,069 △87,480,870 △87,490,827  損失補償等引当金 3,113,730 3,113,730 －

インフラ資産 177,934,502 271,010,009 271,010,009  その他 751,075 42,461,590 42,461,590

土地建物等 213,214,509 336,978,153 336,978,153 流動負債 6,970,331 13,752,158 13,969,610

減価償却累計額 △35,280,007 △65,968,144 △65,968,144  1年内償還予定地方債 5,065,175 7,753,160 7,753,160

物品 8,228,506 17,626,415 17,631,235  未払金 － 3,404,019 3,433,313

物品減価償却累計額 △4,111,447 △10,163,231 △10,167,927  未払費用 － － 36,721

 無形固定資産 808,916 4,482,720 4,560,289  前受金 － － 126

 投資その他の資産 10,649,450 14,144,298 15,627,800  前受収益 － － －

流動資産 11,893,006 24,407,445 30,269,118  賞与等引受金 782,351 1,368,124 1,370,160

 現金預金 4,023,532 12,653,226 14,862,672  預り金 904,440 904,440 924,607

 未収金 376,943 4,228,518 4,290,870  その他 218,366 322,416 451,523

 短期貸付金 － － －

 基金 7,533,542 7,533,542 7,533,542 負債合計 52,989,207 139,697,134 140,385,241

 棚卸資産 － 113,286 3,718,901

 その他 － 1,000 1,424

 徴収不能引当金 △41,012 △122,127 △138,291

338,567,153 466,900,828 474,323,989 338,567,153 466,900,828 474,323,989

327,203,695

　（令和３年３月３１日現在） （単位：千円）

285,577,946

負債の部資産の部

純資産の部

負債及び純資産合計資産合計

純資産合計 333,938,748

【用語説明】 

資 産：土地、庁舎、学校、道路、公園、上下水道など、将来の 

世代に引き継ぐ社会資本や、現金預金、または基金など 

すぐに現金化可能な財産 

負 債：地方債（市債）や退職手当引当金など、将来の世代の負 

担となるもの 

純資産：資産から負債を差し引いたもので、過去の世代や国県が 

負担した、将来返済しなくてよい財産 
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（１） 資産・負債等の状況（令和３年３月３１日現在：一般会計等）

（財産） （財源） 

（２）市民 1 人あたりの貸借対照表

Ｒ２ Ｒ元 Ｈ３０

一般会計等 181.3万円 180.3万円 180.0万円

連結会計 253.9万円 253.4万円 254.4万円

一般会計等 28.4万円 28.8万円 30.1万円

連結会計 75.2万円 77.5万円 62.1万円

186,783人 186,802人 186,454人

　

資産

負債

人口

※人口は、各年度１月１日時点における住民基本台帳人口で、外国人住民も含んでいます。

（３）純資産比率（＝純資産／総資産）

企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、総資産における返済義務のない純資産の割

合です。 

Ｒ２ Ｒ元 Ｈ３０

一般会計等 84.3% 84.0% 83.3%

連結会計 70.4% 69.4% 75.6%

（４）貸借対照表から分かること（一般会計等ベース）

豊川市では今までに、一般会計等ベースで３，３８６億円の資産を形成してきました。 

このうち、純資産である２，８５６億円については、過去及び現世代や国・県の負担で

既に支払いが済んでおり、負債である５３０億円については、将来の世代が負担していく

ことになります。 

これまでに形成した資産を市民１人あたりに換算すると、１８１．３万円となっていま

す。また、総資産のうち固定資産が全体の９６．５％を占めています。主なものは、道路、

公園などの土地や、庁舎、学校などの建物になります。 

総資産における返済義務のない純資産の割合、つまり「現在までの世代がどの程度負担

をしてきたか」を表す純資産比率については、８４．３％となっています。 

資産 

３，３８６億円 

負債 ５３０億円 

純資産 

２，８５６億円 

将来世代の負担 

（地方債、将来支払退職金など） 

過去及び現世代の負担 

(地方税、国・県補助金など) 

年度 

年度 

区分 

区分 
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一般会計等貸借対照表（対前年度比較） 

（５）一般会計等貸借対照表（対前年度比較）

 令和２年度末の資産総額は３，３８６億円で、前年度に対し１７億円増加しました。こ

れは、住民情報並びに GIS（地理情報）サービス利用にかかるファイナンスリース取引の

更新及び小中学校校内 LAN 等整備などにより有形固定資産が１８億円増加し、防災情報伝

令和２年度 令和元年度 差額 令和２年度 令和元年度 差額

固定資産 326,674,147 323,909,965 2,764,182 固定負債 46,018,876 47,117,610 △1,098,734

 有形固定資産 315,215,781 313,392,262 1,823,519  地方債 34,910,291 36,277,821 △1,367,530

事業用資産 133,164,221 132,965,337 198,884  長期未払金 － 86,909 △86,909

土地建物等 216,013,289 212,509,887 3,503,402  退職手当引当金 7,243,780 7,594,809 △351,029

減価償却累計額 △82,849,069 △79,544,551 △3,304,518  損失補償等引当金 3,113,730 3,158,071 △44,341

インフラ資産 177,934,502 177,809,526 124,976  その他 751,075 － 751,075

土地建物等 213,214,509 211,799,618 1,414,891 流動負債 6,970,331 6,652,155 318,176

減価償却累計額 △35,280,007 △33,990,092 △1,289,915  1年内償還予定地方債 5,065,175 4,971,258 93,917

物品 8,228,506 7,279,950 948,556  未払金 － 44,886 △44,886

物品減価償却累計額 △4,111,447 △4,662,550 551,103  未払費用 － － －

 無形固定資産 808,916 98,323 710,593  前受金 － － －

 投資その他の資産 10,649,450 10,419,380 230,070  前受収益 － － －

流動資産 11,893,006 12,954,206 △1,061,200  賞与等引受金 782,351 739,862 42,489

 現金預金 4,023,532 4,395,537 △372,005  預り金 904,440 896,148 8,292

 未収金 376,943 286,342 90,601  その他 218,366 － 218,366

 短期貸付金 － － － － － －

 基金 7,533,542 8,299,401 △765,859 負債合計 52,989,207 53,769,764 △780,557

 棚卸資産 － － －

 その他 － － －

 徴収不能引当金 △41,012 △27,074 △13,938

338,567,153 336,864,171 1,702,982 338,567,153 336,864,171 1,702,982資産合計 負債及び純資産合計

資産の部 負債の部

純資産の部

純資産合計 285,577,946 283,094,407 2,483,539

　（各年度３月３１日現在） （単位：千円）
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達システム整備として無形固定資産が 7 億円増加したものの、財政調整基金の取り崩し等

により、流動資産が１１億円減少したことによるものです。 

 一方で、将来世代の負担となる負債については８億円減少しています。これは、地方債

の新規借入を償還元金以下に抑制したことにより、地方債が１４億円減少したことや、退

職手当引当金の減額及びファイナンスリース取引にかかる未払リース料の皆増によるもの

です。これらにより、過去及び現世代が負担してきた純資産は前年度に対して、２５億円

増加しました。 

Ⅱ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

（単位：千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

a．経常費用 76,223,086 111,613,627 144,319,190

　業務費用 32,457,885 54,601,936 56,569,127

(1)人件費 12,092,868 20,742,691 20,959,494

(2)物件費等 19,276,456 31,642,494 32,929,767

(3)その他の業務費用 440,765 1,568,955 2,032,070

　移転費用 44,412,998 57,659,487 88,397,859

(1)補助金等 27,766,513 45,524,159 41,815,951

(2)社会保障給付 12,057,917 12,057,917 44,616,254

(3)他会計への繰出金 4,556,073 － －

(4)その他 32,495 77,411 1,965,653

b．経常収益 3,067,632 21,678,693 22,421,991

　使用料及び手数料 800,071 19,052,103 19,052,789

　その他 2,267,561 2,626,590 3,369,202

c．純経常行政コスト（a-b） 73,155,454 89,934,934 121,897,199

d．臨時損失 48,251 104,703 104,703

e．臨時利益 59,796 180,123 1,381,378

純行政コスト（c+d-e） 73,143,909 89,859,514 120,620,524

　（令和３年３月３１日現在）

【用語説明】 

業 務 費 用  ：人件費や物件費（固定資産の維持管理費）、減価償却費など 

移 転 費 用  ：市民や他団体に対する補助金や生活保護などの社会保障にか 

かる扶助費など 

純経常行政コスト：経常費用から経常収益を引いたもので、市税や国・県支出金 

などで賄うべき額 

臨 時 損 失  ：災害復旧費や資産の売却損など臨時に発生するもの 

臨 時 利 益  ：資産の売却益など臨時に発生するもの 

純行政コスト ：純資産変動計算書の純行政コストと一致
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（１）市民 1 人あたりの行政コスト計算書

Ｒ２ Ｒ元 Ｈ３０

一般会計等 39.2万円 27.2万円 26.4万円

連結会計 65.3万円 53.5万円 50.7万円

186,783人 186,802人 186,454人

　

純経常行政コスト

人口

※人口は、各年度１月１日時点における住民基本台帳人口で、外国人住民も含んでいます。

（２）行政コスト計算書から分かること（一般会計等ベース）

令和２年度の経常費用（毎年度、継続的に発生する費用）から経常収益（使用料及び手

数料など）を差し引いた純経常行政コストは、７３２億円となっています。これを市民１

人あたりに換算すると、３９．２万円になります。これは、１人あたり１０万円を支給し

た特別定額給付金給付事業等が増加要因となっています。 

純経常行政コストから臨時損失と臨時利益の差額を加えた純行政コストは、７３１億円

となり、この不足部分については、市税などの一般財源や国・県補助金などで補填されて

おり、後述する純資産変動計算書に記載されています。 

また、経常費用に対する経常収益の割合である受益者負担率は、４．０％となっていま

す。 

一般会計等行政コスト計算書（対前年度比較） 

（単位：千円）

令和２年度 令和元年度 差額

a．経常費用 76,223,086 54,052,036 22,171,050

　業務費用 32,457,885 30,153,631 2,304,254

(1)人件費 12,092,868 11,476,300 616,568

(2)物件費等 19,276,456 18,205,426 1,071,030

(3)その他の業務費用 440,765 471,906 △31,141

　移転費用 44,412,998 23,898,405 20,514,593

(1)補助金等 27,766,513 7,532,038 20,234,475

(2)社会保障給付 12,057,917 12,158,100 △100,183

(3)他会計への繰出金 4,556,073 4,189,592 366,481

(4)その他 32,495 18,675 13,820

b．経常収益 3,067,632 3,281,475 △213,843

　使用料及び手数料 800,071 941,393 △141,322

　その他 2,267,561 2,340,081 △72,520

c．純経常行政コスト（a-b） 73,155,454 50,770,561 22,384,893

d．臨時損失 48,251 41,189 7,062

e．臨時利益 59,796 528,742 △468,946

純行政コスト（c+d-e） 73,143,909 50,283,008 22,860,901

　（各年度３月３１日現在）

年度 区分 
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（３）一般会計等行政コスト計算書（対前年度比較）

 令和２年度の純行政コストは７３１億円で、前年度に対して２２９億円増加しました。

これは、会計年度任用職員制度の導入に伴い人件費が６億円増加、小中学校教育用コンピ

ューター機器の購入やプリオビル管理委託料の増加などにより物件費等が１１億円増加し

たことや、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として実施した特別定額給付金

給付事業により補助金等が２０２億円の増加、他会計への繰出金として新型コロナウイル

ス感染症対応事業を含む病院事業会計等への繰出金が４億円増加したことなどによるもの

です。 

また前年度の臨時利益は、工業用地を売却したことにより損失補償引当金が不要になっ

たこと等によるものです。 

Ⅲ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

（単位：千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

a．前年度末純資産残高 283,094,407 323,659,561 328,496,848

b．純行政コスト（△） 73,143,909 89,859,514 120,620,524

c．財源 75,755,752 95,375,918 128,011,164

(1)税収等 40,423,230 49,091,840 62,155,628

(2)国県等補助金 35,332,522 46,284,079 65,855,537

d．本年度差額（b+c） 2,611,843 5,516,404 7,390,640

e．資産評価差額 319 3,328 3,328

f．無償所管換等 △140,372 18,288 18,288

g．比例連結団体割合変更に伴う差額 － － 23,529

h．その他 11,750 △1,993,887 △1,993,887

i．本年度純資産変動額（d+e+f+g+h） 2,483,540 3,544,133 5,441,898

本年度末純資産残高（a+i） 285,577,947 327,203,694 333,938,746

　（令和３年３月３１日現在）

【用語説明】 

税収等：市民税や固定資産税などの地方税や国から交付される地方交付税など 

資産評価差額：有価証券などの資産の評価差額 

無償所管換等：寄付などにより無償で取得した固定資産の評価など 

比例連結団体割合変更に伴う差額：前会計年度に利用した一部事務組合等の比 

率に変更があった場合の差額 

※純行政コストは、行政コスト計算書の純行政コストと一致します。但し、純

資産変動計算書では、純資産の減少要因となり、マイナスとして取り扱うた

め、（△）と表記しています。
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（１） 期末純資産残高（一般会計等）

Ｒ２ Ｒ元 Ｈ３０

純資産残高 285,577,947千円 283,094,406千円 279,490,875千円

（２）純資産変動計算書から分かること（一般会計等ベース）

令和２年度における期末純資産の残高は２，８５６億円となり、期首（前年度末残高）

と比較して２５億円の増加となりました。 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上された金額が１年間にどのように

変動したかを明らかにするものです。令和２年４月１日から令和３年３月３１日までに得

られた財源（税収、地方交付税交付金、国県等補助金など）から純行政コストを差し引い

た本年度差額は２６億円となりました。 

これは、住民情報並びに GIS（地理情報）サービス利用にかかるファイナンスリース取

引の更新及び防災情報伝達システム整備による資産の増加に加え、地方債の返済が進み負

債が減少したことなどにより、純資産が増加したものです。この結果、現世代が自らの負

担によって将来世代も利用可能な資産が増加し、その分、将来世代への負担は軽減された

と言えます。 

一般会計等純資産変動計算書（対前年度比較） 

（単位：千円）

令和２年度 令和元年度 差額

a．前年度末純資産残高 283,094,407 279,490,875 3,603,532

b．純行政コスト（△） 73,143,909 50,283,008 22,860,901

c．財源 75,755,752 53,890,530 21,865,222

(1)税収等 40,423,230 40,848,140 △424,910

(2)国県等補助金 35,332,522 13,042,390 22,290,132

d．本年度差額（b+c） 2,611,843 3,607,522 △995,679

e．資産評価差額 319 △768 1,087

f．無償所管換等 △140,372 － △140,372

g．比例連結団体割合変更に伴う差額 － － －

h．その他 11,750 △3,223 14,973

i．本年度純資産変動額（d+e+f+g+h） 2,483,540 3,603,531 △1,119,991

本年度末純資産残高（a+i） 285,577,947 283,094,406 2,483,541

　（各年度３月３１日現在）

（３）一般会計等純資産変動計算書（対前年度比較）

令和２年度の本年度末純資産残高は２５億円の増加となり、本年度純資産変動額は前年

年度 
区分 
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度に対し１１億円減少しました。これは、特別定額給付金給付事業及び子育て世帯への臨

時特別給付金の皆増などにより国県等補助金が２２３億円増加したものの、人件費、物件

費等及び特別定額給付金給付事業等の補助金等の増により純行政コストが２２９億円増加

したことが大きく影響しています。 

Ⅳ 資金収支計算書（ＣＦ） 

（単位：千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

a．業務活動収支 5,396,715 10,398,561 10,775,965

(1)業務支出 71,373,073 102,068,906 135,067,842

(1)うち支払利息支出 113,669 362,086 362,086

(2)業務収入 76,769,788 112,360,893 145,737,233

(3)臨時支出 － 13,100 13,100

(4)臨時収入 － 119,674 119,674

b．投資活動収支 △4,198,987 △9,815,198 △9,859,476

(1)投資活動支出 9,882,116 15,381,165 15,425,444

うち基金積立金支出 2,209,409 2,210,397 2,253,574

(2)投資活動収入 5,683,129 5,565,967 5,565,967

うち基金取崩収入 2,815,475 3,457,975 3,457,975

c．財務活動収支 △1,578,024 △1,678,451 △2,545,668

(1)財務活動支出 5,275,669 7,815,392 8,886,854

(2)財務活動収入 3,697,645 6,136,941 6,341,186

d．本年度資金収支額（a+b+c） △380,296 △1,095,088 △1,629,179

e．前年度末資金残高 3,499,388 12,843,875 15,578,453

f．比例連結割合変更に伴う差額 － － 8,959

g．本年度末資金残高（d+e+f） 3,119,092 11,748,787 13,958,233

h．前年度末歳計外現金残高 896,148 896,148 896,148

i．本年度歳計外現金増減額 8,291 8,291 8,291

j．本年度末歳計外現金残高（h+i） 904,439 904,439 904,439

本年度末現金預金残高（g+j） 4,023,531 12,653,226 14,862,672

　（令和３年３月３１日現在）

【用語説明】 

業務活動収支：行政サービスを行う中で、毎年度継続的に生じる収入と支出の差 

投資活動収支：建物の建設などの資産の形成に関係する収入と支出の差 

財務活動収支：資金の借入やその返済、運用などに関係する収入と支出の差 

歳計外現金 ：市営住宅の敷金など、どのような支払資金にもあてることができない、 

一時的に預かっているもの 
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（１） 期末資金残高（一般会計等）

Ｒ２ Ｒ元 Ｈ３０

資金残高 4,023,531千円 4,395,537千円 3,821,272千円

（２）資金収支計算書から分かること（一般会計等ベース）

地方債の発行額と返済の差額である財務活動収支は、１６億円のマイナスとなっていま

すが、新規借入による収入よりも、返済を多く行ったことで将来世代の負担である負債が

減少していることを示しています。 

また、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、７億円の黒字（業務活動収支（支

払利息支出を除く）＋投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く））となって

おり、持続可能な財政運営が行われているといえます。 

一般会計等資金収支計算書（対前年度比較） 

（単位：千円）

令和２年度 令和元年度 差額

a．業務活動収支 5,396,715 6,358,458 △961,743

(1)業務支出 71,373,073 49,201,895 22,171,178

(1)うち支払利息支出 113,669 143,280 △29,611

(2)業務収入 76,769,788 55,560,353 21,209,435

(3)臨時支出 － － －

(4)臨時収入 － － －

b．投資活動収支 △4,198,987 △4,317,967 118,980

(1)投資活動支出 9,882,116 9,962,161 △80,045

うち基金積立金支出 2,209,409 2,020,226 189,183

(2)投資活動収入 5,683,129 5,644,193 38,936

うち基金取崩収入 2,815,475 3,076,357 △260,882

c．財務活動収支 △1,578,024 △1,591,249 13,225

(1)財務活動支出 5,275,669 4,952,649 323,020

(2)財務活動収入 3,697,645 3,361,400 336,245

d．本年度資金収支額（a+b+c） △380,296 449,242 △829,538

e．前年度末資金残高 3,499,388 3,050,147 449,241

f．比例連結割合変更に伴う差額 － － －

g．本年度末資金残高（d+e+f） 3,119,092 3,499,389 △380,297

h．前年度末歳計外現金残高 896,148 771,125 125,023

i．本年度歳計外現金増減額 8,291 125,023 △116,732

j．本年度末歳計外現金残高（h+i） 904,439 896,148 8,291

本年度末現金預金残高（g+j） 4,023,531 4,395,537 △372,006

　（各年度３月３１日現在）

年度 
区分 
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（３）一般会計等資金収支計算書（対前年度比較）

 令和２年度の本年度資金収支額は４億円のマイナスで、４億円のプラスであった前年度

に対して８億円減少しました。これは、小中学校教育用コンピューター機器の購入などに

よる業務支出の増大により業務活動収支が１０億円減少したものの、建物の建設などの資

本形成活動である投資活動収支において、前年度防災センター整備事業などの建設事業が

多かったことにより投資活動支出が減少し、投資活動収支は１億円の増加となった。 

７ 主要な財務指標について 

豊川市の財務分析をするため、令和２年度決算の主要な財務指標を令和元年度決算と比

較しています。 

〈豊川市の財務指標〉 

令和２年度 令和元年度 増減

一般会計等 84.3% 84.0% 0.3%

連結会計 70.4% 69.4% 1.0%

一般会計等 53.6% 52.5% 1.1%

連結会計 43.1% 41.5% 1.6%

一般会計等 8.7% 8.7% 0.0%

連結会計 16.0% 16.5% △0.5%

市民1人あたりの 一般会計等 181.3万円 180.3万円 1.0万円

資産 連結会計 253.9万円 253.4万円 0.5万円

市民1人あたりの 一般会計等 28.4万円 28.8万円 △0.4万円

負債 連結会計 75.2万円 77.5万円 △2.3万円

市民1人あたりの 一般会計等 39.2万円 27.2万円 12.0万円

純経常行政コスト 連結会計 65.3万円 53.5万円 11.8万円
PL

BS

純資産比率

有形固定資産
減価償却率

社会資本等形成の
世代間負担比率

※財務指標については、総務省より公表された地方公会計の推進に関する研究会報告書（令和元年 6月 27

日）の計算に基づき算出しています。 

（１）純資産比率

【算出式】純資産比率＝純資産／総資産 

純資産比率とは、総資産に占める純資産の割合を表しています。純資産は過去から現

世代が既に負担したものであり、負債は将来世代の負担と捉えられることから、この割

合が高くなるということは、将来世代に対する負担の先送りを防いでいるということが

いえます。 

 本市の令和２年度一般会計等決算ベースの純資産比率は８４．３％で、前年度に比べ

０．３％の増加となっています。 
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（２）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

【算出式】有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／ 

（有形固定資産取得額－土地等の非償却資産＋減価償却累計額） 

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）とは、有形固定資産のうち、償却資産の

取得価額等に対する減価償却額の割合を表しています。この指標で耐用年数に対して、

資産の取得からどの程度経過しているのかを把握することができます。 

 本市の令和２年度一般会計等決算ベースの有形固定資産減価償却率は５３．６％で、

前年度と比較し１．１％増加し、若干資産の老朽化が進みました。この指数が高まれば

耐用年数を超えて使用している場合が多くなるため、今後の施設等の更新時期や更新費

用について留意する必要があります。 

（３）社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

【算出式】社会資本等形成の世代間負担比率＝地方債残高※／有形・無形固定資産 

※地方債残高から、以下のものを控除したもの

１．臨時財政特例債 ２．減税補てん債 ３．臨時税収補てん債

４．臨時財政対策債 ５．減収補てん債特例分

 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）とは、有形・無形固定資産の

うち、将来にわたり返済等が必要な地方債の形成割合を表しています。この指標で有形・

無形固定資産の形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。 

 本市の令和２年度一般会計等決算ベースの社会資本等形成の世代間負担比率は８．

７％で、前年度と同値となっています。これは、地方債の新規借入額を償還元金以下に

抑制することにより、負債の増加を抑えているためと考えられます。しかしながら、今

後大型建設事業が控えているため、将来世代の負担が過度に大きくならないよう注意が

必要です。 

（４）市民１人あたりの資産、負債、純経常行政コスト

1 月 1 日時点における住民基本台帳人口（総務省 HP（市町村決算カード）より）で各数値を割り返した指標です。

なお、令和２年度の本市人口は 186,783 人です。 

 貸借対照表がベースとなる本市の市民１人あたりの資産、負債の数値ですが、令和２

年度一般会計等決算ベースで、資産１８１．３万円で前年度に対し１．０万円の増加、

負債が２８．４万円で０．４万円の減少でした。 

また、行政コスト計算書がベースとなる市民１人あたりの純経常行政コストは３９．

２万円で前年度に対し１２．０万円の増加でした。令和２年度においては新型コロナウ

イルス感染症緊急経済対策の一環として実施した特別定額給付金給付事業等により大幅

に増加しています。 

引き続き限りある財源を有効に活用し、将来にわたって行政サービス水準の維持が図

られるよう努めてまいります。 
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８ 主要な財務指標の他団体比較について 

 統一的な基準による地方公会計制度導入に伴い、財政分析に用いられる各種の指標を容

易に算出できるようになり、他団体比較が可能になりました。ここでは豊川市の財務状況

を把握するため、令和２年度決算の主な指標を類似団体及び東三河４市の平均値との比較

をしています。 

※類似団体平均値及び東三河４市平均値は、令和４年５月時点で確認できた団体【類似団体：１８市中

１５市、東三河４市中４市】の一般会計等及び連結ベースの数値を、本市が独自集計した上で、それぞれ

加重平均した参考値です。 

〈豊川市の財務指標（他団体比較）〉 

（１）純資産比率

豊川市 
類似団体 

平均値 

東三河４市 

平均値 

BS 純資産比率 
一般会計等 ８４．３％ ７５．４％ ７７．４％ 

連結会計 ７０．４％ ６２．８％ ７０．６％ 

本市の令和２年度一般会計等決算ベースでは、他市に比べ純資産比率が高いため将来世

代に対する負担の先送りを防いでいるといえます。本市が地方債の返済額に比べ借入額を

抑制することで、地方債残高の減少を図った結果、純資産比率を高める要因になったと考

えられます。 

（２）有形固定資産減価償却率

豊川市 
類似団体 

平均値 

東三河４市 

平均値 

BS 
有形固定資産減価償

却率 

一般会計等 ５３．６％ ５９．２％ ６７．４％ 

連結会計 ４３．１％ ５１．６％ ６１．２％ 

本市の令和２年度一般会計等決算ベースの有形固定資産減価償却率は、他市に比べ低く、

良好であるといえます。これは公共施設等の改良や更新をすることにより相対的に老朽化

を抑制しているといえます。令和２年度においては住民情報並びに GIS（地理情報）サー

ビス利用にかかるファイナンスリース取引の更新及び小中学校校内LAN等整備などを行っ

たことが要因になったと考えられます。 

（３）社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

豊川市 
類似団体 

平均値 

東三河４市 

平均値 

BS 
社会資本等形成の 

世代間負担比率 

一般会計等 ８．７％ １５．４％ １２．６％ 

連結会計 １６．０％ ２３．２％ １８．０％ 
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本市の令和２年度一般会計等決算ベースの社会資本等形成の世代間負担比率は、他市に

比べ低いため、将来世代の負担が少なく健全な経営をしているといえます。この指標は有

形・無形固定資産のうち、将来にわたり返済等が必要な地方債の形成割合を表しており、

地方債の返済額に比べ借入額を抑制することで、地方債の減少を図っていることが要因だ

と考えられます。 

（４）市民１人あたりの資産、負債、純経常行政コスト

豊川市 
類似団体 

平均値 

東三河４市 

平均値 

BS 

市民 1 人あたりの 

資産 

一般会計等 181.3 万円 168.3 万円 169.2 万円 

連結会計 253.9 万円 244.5 万円 243.0 万円 

市民 1 人あたりの 

負債 

一般会計等  28.4 万円  41.5 万円  38.3 万円 

連結会計  75.2 万円  90.9 万円  71.6 万円 

PL 
市民 1 人あたりの 

純経常行政コスト 

一般会計等 39.2 万円 43.0 万円 45.5 万円 

連結会計 65.3 万円 68.9 万円 68.7 万円 

貸借対照表がベースとなる本市の市民１人あたりの資産は、他市に比べ高く、公共施設

等の資産が多いことが分かります。これは本市が過去３度合併したことにより保有する公

共施設数が他市に比べ多いことや、有形固定資産減価償却率が他市に比べ低いことが要因

と考えられます。 

また市民１人あたりの負債は、他市に比べ少ないことが分かります。すなわち借金が少

なく財政運営が良好であるといえます。これは地方債の返済額に比べ借入額を抑制するこ

とで、負債の減少を図っていることが要因だと考えられます。 

９ まとめ 

 令和２年度決算分の財務書類を類似団体や東三河４市の平均値と比較した結果、一般会

計等決算ベースでは、すべての指標において相対的に良好な状態となっており、効率的で

健全な財政運営が行えているといえます。しかしながら、今後大型建設事業が控えている

ため、将来世代の負担が過度に大きくならないよう注意しながら、引き続き限りある財源

を有効に活用し、将来にわたって行政サービス水準の維持を図る必要があります。 

 これからも地方公会計を活用しながら、現金主義・単式簿記だけでは見えにくい減価

償却費等を含むコスト情報や、資産・負債といったストック情報を「見える化」し、財政

のマネジメント強化を図り、持続可能で信頼される行財政運営を目指していきま 
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